
事 務  連  絡 

令和４年１月７日 

 

大臣官房官庁営繕部 各 課 長 殿 

各 地 方 整 備 局 総 務 部 長 殿 

企 画 部 長 殿 

営 繕 部 長 殿 

港湾空港部長 殿 

北 海 道 開 発 局 事業振興部長 殿 

営 繕 部 長 殿 

各 地 方 航 空 局 総 務 部 長 殿 

空 港 部 長 殿 

保 安 部 長 殿 

国土技術政策総合研究所 総 務 部 長 殿 

          管理調整部長 殿 

国 土 地 理 院 総 務 部 長 殿 

          企 画 部 長 殿 

 

   国土交通省  

大 臣 官 房 会 計 課 長 

大 臣 官 房 技 術 調 査 課 長 

大 臣 官 房 公 共 事 業 調 査 室 長

大臣官房官庁営繕部管理課長 

大臣官房官庁営繕部計画課長 

港 湾 局 総 務 課 長 

港 湾 局 技 術 企 画 課 長 

航 空 局 予 算 ・ 管 財 室 長 

     航空局航空ネットワーク部空港技術課長 

航空局交通管制部交通管制企画課長 

北 海 道 局 予 算 課 長 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係るまん延防止等重点措置を踏まえた 

工事及び業務の対応について 

 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止について、令和４年１月７日に政府対策

本部長より広島県、山口県、沖縄県の３県を新型インフルエンザ等対策特別措置法に基

づくまん延防止等重点措置を実施すべき区域（以下「重点措置区域」という。）とする

公示が行われ、同年１月９日から重点措置区域においては、都道府県知事が指定する措

置区域においてまん延防止等重点措置を実施することが決定された。 

まん延防止等重点措置を踏まえた工事及び業務の対応については「新型コロナウイ

ルス感染症に係るまん延防止等重点措置を踏まえた工事及び業務の対応について」（令

和３年４月５日付け国会公契第１号、国官技第２号、国官総第１号、国営管第４号、国

営計第９号、国港総第７号、国港技第２号、国空予管第７号、国空空技第２号、国空交

企第２号、国北予第１号）により通知しているところであるが、重点措置区域において



都道府県知事が指定する措置区域の工事及び業務の対応について、引き続き同通知に

基づき、遺漏なきよう措置されたい。 

なお、今後、重点措置区域が追加された場合や重点措置区域において都道府県知事が

指定する措置区域が拡大された際には、当該区域においても同様に措置されたい。 

また、今後、特定の区域が重点措置区域から除外された場合や重点措置区域におい

て都道府県知事が指定する措置区域から除外された際には、「新型コロナウイルス感

染症に係るまん延防止等重点措置を実施すべき区域から除外された区域における工事

及び業務の対応について」（令和３年５月 12日付け事務連絡）に基づき措置された

い。 

 


